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はじめに 

 

 

 本調査は、災害ボランティアセンターの実態や課題把握を実施し、今後の災害

時においてすみやかな対応や課題解決の一助とすることを目的とする。 

 

なお、調査にあたっては、災害ボランティアセンターの設置・運営に関わった

県・市町社会福祉協議会など関係者の方々にアンケート等にご回答いただくとと

もに、多忙の折にも関わらず、全国社会福祉協議会のご協力をいただきましたこ

とに感謝申し上げます。 
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Ⅰ．災害ボランティアセンターに関する調査概要  

 

１．調査概要 

 

本調査は、平成 22 年 1 月から 12 月に設置された災害ボランティアセンター（以下、センターとす

る。）を対象に設置状況等について、その現状や課題の把握を行うため、各センターの主体と考えられ

る社会福祉協議会に、アンケート調査を実施した。 1 

 

 

 

 

２．平成 22 年に設置された災害ボランティアセンター 

 

 平成 22 年に設置された災害ボランティアセンターについて、センターの正式名称、該当災害名、設

置期間等を聞いたところ、表 1－1 のとおりであった。 

 

 都道府県レベルでは、平成 22 年 10 月の鹿児島県奄美地方における大雨災害により、鹿児島県にお

いて「鹿児島県社会福祉協議会救援対策本部」が設置された。 

 市町村レベルでは、6 市 3 町 1 村において計 10 センターが設置された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              
 

実施期間 平成 23 年 3 月 3 日～3 月 17 日 

対  象 平成 22 年に設置された災害ボランティアセンター 

 

調査方法 担当部局への郵送（全国社会福祉協議会、センターが設置された都道府県社会

福祉協議会）、FAX および郵送による回収 

回  収 都道府県レベル 1 センター中 1 センター 

     市区町村レベル 10 センター中 10 センター 
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■表 1-1 平成 22 年に設置された災害ボランティアセンター一覧  

 都道府県  市町村名  正式名称  活動期間  災害名  

1 広島県  世羅町  世羅町災害ボランティアセンター 平成 21年 7月 15日（木）

～7 月 23 日（金） 

平成 22 年梅雨

前線による大雨

災害  

2 広島県  庄原市  庄原市社協災害ボランティアセンター 平成 22年 7月 17日（土）

～8 月 6 日（金） 

3 山口県  美祢市  美祢市災害ボランティアセンター 平成 22年 7月 16日（金）

～7 月 22 日（木） 

4 山口県  山陽小野田市  山陽災害ボランティアセンター 平成 22年 7月 17日（土）

～7 月 30 日（金） 

5 岐阜県  可児市  名称なし*1 ＿＿＿＿＿＿＿ 

6 兵庫県  神戸市長田区  長田区災害ボランティア現地支援セ

ンター 

平成 22年 7月 17日（土）

～7 月 18 日（日） 

7 静岡県  小山町  小山町災害ボランティア本部  平成 22年 9月 10日（金）

～9 月 19 日（日） 

平成 22 年台風

第 9 号災害  

8 鹿児島県  奄美市  奄美市災害ボランティアセンター 平成 22 年 10 月 24 日

（金）～11 月 7 日（木） 

鹿児島県奄美

地方における大

雨災害  

9 鹿児島県  龍郷町  龍郷町災害ボランティアセンター 平成 22 年 10 月 23 日

（土）～11 月 3 日（水祝） 

10 鹿児島県  大和村  大和村災害ボランティアセンター相談

窓口  

平成 22 年 10 月 24 日

（日）～10 月 28 日（木） 

11 鹿児島県  ＿ 鹿児島県社会福祉協議会救援対策

本部*2 

平成 22 年 10 月 21 日

（木）～11 月 8 日（月） 

 

*1 可児市では、災害ボランティア活動が行われたが、被災地域と規模の関係から災害ボランティアセ

ンターは設置されなかったため、母数から除外している調査項目がある。 

*2 鹿児島県社会福祉協議会救援対策本部は、奄美市災害ボランティアセンターと龍郷町災害ボランテ

ィアセンターの設置・運営支援にあたり、ボランティアのコーディネート等の業務は行っていない

ため、調査の母数から除外している。 

 

災害別にみたセンターの設置数、地域は、図 1-1、図 1-2 のとおりであった。 
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3

1

6

1

0

0

0 2 4 6

鹿児島県奄美地方による大雨

台風第9号

梅雨前線による大雨

都道府県レベル

市区町村レベル

回答数11

【災害名】

 

■図 1-1 災害別センター設置数  

3

4

1

2

1

0 1 2 3 4

九州・沖縄

中国・四国

近畿

中部・北陸

関東

東北

北海道 都道府県レベル

市区町村レベル

【地域】

回答数11
 

■図 1-2 センターが設置された地域  

なお、図 1-2 における「地域」は、次のとおりとした。 

地  域  都 道 府 県  

北海道  北海道  

東 北  青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県  

関 東  茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県  

中部・北陸  富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、新潟県  

近 畿  滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県  

中国・四国  鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県  

九州・沖縄  福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県  

（下線は、今回の調査でセンターの設置が確認された都道府県） 
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     Ⅱ．平成 22 年に設置された災害ボランティアセンター 

 

（全体編） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

Ⅱ．平成22年に設置された災害ボランティアセンター 

 

 

１．設置されたセンターの概要 

 

（１）センターの設置理由 

 

センターを設置した理由について、問 1-1（8）の質問に対しては、図 2-1 のとおりであった。 

 

問 1-1（8）  センターの設置に至った理由をお答えください。（選択）  

① 住民からのニーズ 

② 行政からの指示（地域防災計画の記述に準じた判断）  

③ 外部ボランティア関係者からの要望  

④ その他  

 

10%(1)

30%(3)

30%(3)

30%(3)

①住民からのニーズ

②行政からの指示

③外部ボランティア関係者か

らの要望

④その他

（ ）内は回答数

複数回答

 

■図 2-1 センターの設置理由  

 

 「行政からの指示」、「外部ボランティア関係者からの要望」と回答したセンターが最も多く、それ

ぞれ 3 つあった。「その他」と回答したセンターは 3 つあり、主な理由として「市対策本部、県ボラン

ティアセンターと協議」「県社協の指導による」などが挙げられた。 
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（２）センターを設置した主体 

 

どのような団体がセンターを設置・運営を行ったかについて、問 1-1（9）の質問に対して、図 2-2

のとおりであった。 

 

問 1-1（9）  センターの立上げ・運営にあたった個人名あるいは団体名をお答え下さい。（例：「○○町

社会福祉協議会」、「NPO 法人○○○」など） 

※立上げに、ボランティア団体などの複数の主体が関わった場合、その役割分担など構

成についてもお答え下さい。 

 

5

3

0 2 4 6

ＮＰＯ、ボランティア団体等

社会福祉協議会＋行政＋ＮＰＯ、ボランティア団体等

社会福祉協議会＋ＮＰＯ、ボランティア団体等

社会福祉協議会＋行政

社会福祉協議会

【災害ボランティアセンターの設置主体】

（センター数）
 

■図 2-2 センターの設置主体（市区町村レベルのみ） 

 

 すべてのセンターが、「社会福祉協議会（以下、社協とする。）」を含んだ回答であった。また、「社

協」単独ではなく「ＮＰＯ・ボランティア団体」等と協働で設置するセンターが 5 つあった。  

 なお、センター長は、社協の関係者が多く就任していた。  
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（３）センター運営スタッフ 

 

センターの運営は、社協職員や行政職員等の専従職員を中心に行われるケースが多い。当該市町村

の職員に限らず、近隣や同じ都道府県内の社会福祉協議会職員が派遣される場合もある。また、専従

職員に限らずボランティアのスタッフも関わっている。 

 

 センターの運営スタッフ数を、立上げ時、ピーク時、閉鎖時それぞれについて、問 1-1（6）の質問

を行ったところ、図 2-3～図 2-5 のとおりであった。 

 

 

問 1-1（6）  設置時、最大時、閉鎖時におけるセンタースタッフの概数をお答え下さい。  

 

5

1 1 1 1
0

1

2

3

4

5

6

0 1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100人以上

【設置時】
（センター数）

 

 ■図 2-3 設置時のセンタースタッフ数（専従スタッフとボランティアスタッフの合計）  

 

立上げ時におけるスタッフ数は「1～9 人」が最も多く 5 センターあったが、100 人以上で立上げを

行ったセンターもあった。 
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3

1 1 1

3

0

1

2

3

4

0 1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100人以上

【最大時】
（センター数）

 

■図 2-4 最大時のセンタースタッフ数（専従スタッフとボランティアスタッフの合計）  

 

 最大時におけるスタッフ数は、「1～9 人」が 3 センター、「100 人以上」が 3 センターと災害規模

によってバラつきがあった。 

 

3

2

1 1

2

0

1

2

3

4

0 1～9人 10～19人 20～29人 30～39人 40～49人 50～99人 100人以上

【閉鎖時】 （センター数）

 

■図 2-5 閉鎖時のセンタースタッフ数（専従スタッフとボランティアスタッフの合計）  

 

 閉鎖時におけるスタッフ数は、「1～9 人」が 3 センター、「50～99 人」が 2 センターと災害規模

によってバラつきがあった。 
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（４）センターの運営日数（活動期間） 

 

 センターの運営日数については、図 2-6、表 2-1 のとおりであった。 

 

3

4

2

00

1

2

3

4

1～7日間

(～1週間）

8～14日間

(1～2週間）

15～28日間

(2～4週間）

28日～

（4週間～）

（センター数）

 

■図 2-6 センターの運営日数  

 

■表 2-1 センターの運営日数  

都道府県  名称  活動日数  活動期間  

広島県  世羅町災害ボランティアセンター 9 日間  平成 22 年 7 月 15 日～7 月 23 日  

広島県  庄原市社協災害ボランティアセンター 21 日間  平成 22 年 7 月 17 日～8 月 6 日  

山口県  美祢市災害ボランティアセンター 7 日間  平成 22 年 7 月 16 日～7 月 22 日  

山口県  山陽災害ボランティアセンター 14 日間  平成 22 年 7 月 17 日～7 月 30 日  

兵庫県  長田区災害ボランティア現地支援センター 2 日間  平成 22 年 7 月 17 日～7 月 18 日  

静岡県  小山町災害ボランティア本部  10 日間  平成 22 年 9 月 10 日～9 月 19 日  

鹿児島県  奄美市災害ボランティアセンター 15 日間  平成 22 年 10 月 24 日～11 月 7 日  

鹿児島県  龍郷町災害ボランティアセンター 12 日間  平成 22 年 10 月 23 日～11 月 3 日  

鹿児島県  大和村災害ボランティアセンター相談窓口  5 日間  平成 22 年 10 月 24 日～10 月 28 日  

 

 活動期間が 1 週間以下のセンターが 3 つ、1～2 週間のセンターが 4 つ、2～4 週間のセンターが

2 つあり、それぞれ活動日数に幅があった。 
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（５）自治体とセンターとの連携 

 

 センターと自治体との連携内容について、問 1-2 の質問に対して、図 2-7 のとおりであった。 

 

問 1-2 センターと自治体との連携内容についてお聞きします。下記の中から該当するすべての番号を

ご記入下さい。（複数回答可）  

①災害対策本部の会議に災害ボランティアセンター関係者が出席した 

②被災者のニーズに関する情報交換（電話やＦＡＸなどによるやりとり） 

③ボランティア活動に対する物資支援  

④センターの運営支援（運営ノウハウや人員の提供等） 

⑤ボランティア活動に対する資金援助  

⑥行政からの被災状況等の情報提供  

⑦自治体の地域防災計画の中にボランティアに関する記述がある  

⑧その他（連携の内容をお書きください） 

 

33%(3)

89%(8)

100%(9)

33%(3)

44%(4)

100%(9)

67%(6)

11%(1)

0% 25% 50% 75% 100%

①災害対策本部の会議に災害ボランティアセンター関係者が出席した

②被災者のニーズに関する情報交換

③ボランティア活動に対する物資支援

④センターの運営支援

⑤ボランティア活動に対する資金援助

⑥行政からの被災状況等の情報提供

⑦自治体の地域防災計画の中にボランティアに関する記述がある

⑧その他

【連携内容】 （全センターに対する割合）

（ ）内は回答数

複数回答

 

■図 2-7 自治体とセンターとの連携内容  

 

 センターと自治体との連携は、「③ボランティア活動に対する物資支援」、「⑥行政からの被災状況等

の情報提供」が最も多く、回答のあった全 9 センターが行っている。次いで、「②被災者のニーズに関

する情報交換」、は 9 センター中 8 センターあった。 

「⑧その他」の連携内容としては、「ボランティア本部の設置場所の提供、入浴施設の無料開放」と

なっている。  
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（６）ボランティア活動者数 

 

 センターを通じて活動したボランティア活動者数について、問 1-3 の質問に対し、図 2-8 及び表 2-2

のとおりであった。 

 

問 1-3 センターを通じて活動したボランティア活動者数や活動内容についてお答えください。 

1
2

3

1
2

0

1

2

3

4

（ボランティア活動者数）

（センター数）

 

■図 2-8 ボランティア活動者数の延べ人数  

■表 2-2 ボランティア活動者数の延べ人数  

都道府県 名称 活動者（延べ人数） 活動日数 1 日平均 災害種別 

広島県  世羅町災害ボランティアセンター 延べ 193 9 日間 21 人／日 風水害 

広島県  庄原市社協災害ボランティアセンター 延べ 604 21 日間 29 人／日 風水害 

山口県  美祢市災害ボランティアセンター 延べ 647 7 日間 92 人／日 風水害 

山口県  山陽災害ボランティアセンター 延べ 2,488 14 日間 178 人／日 風水害 

兵庫県  長田区災害ボランティア現地支援センター 延べ 62 2 日間 31 人／日 風水害 

静岡県  小山町災害ボランティア本部  延べ 1,808 10 日間 181 人／日 風水害 

鹿児島県  奄美市災害ボランティアセンター 延べ 2,282 15 日間 152 人／日 風水害 

鹿児島県  龍郷町災害ボランティアセンター 延べ 871 12 日間 73 人／日 風水害 

鹿児島県  大和村災害ボランティアセンター相談窓口  延べ 204 5 日間 41 人／日 風水害 

  

センターでのボランティア活動者の受付延べ人数は、最も多いセンターで 2,488 人であった。 

 1日あたりの平均では、最も多いセンターが 181人で、最も少ないセンターは 21人と開きがあった。 

 なお、この質問では「センターを通じて活動したボランティア活動者数」としているため、センタ

ーの受付を通らずに活動した人数は含んでいない。 

※ 「ボランティア活動者数」について 

ボランティア活動者数は、 

1） ボランティア保険の登録等のためにセンター窓口で受付をした総数（いわゆるボランティア登録者数）  

2） 複数日活動したものを名寄せによって重複を取り除いた数  

3） 日単位で実際に現場に派遣され活動を行った者の延べ人数  

等があるため、数値の比較の際には注意を要する。 
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ボランティア活動の内容について、聞いたところ、図 2-9 のとおりであった。 

 

問 1-3(4)  主な活動内容についてお選びください。 

①家屋内   ②家屋外   ③その他 

  

①家屋内

50%(8)

②家屋外

31%(5)

③その他

19%(3)

複数回答

（ ）内は回答数

 

■図 2-9 ボランティア活動内容  

 

 ボランティアの活動内容について、家屋内での活動は 50％であった。主な活動内容として、「家屋

内の土砂の撤去」や「家財道具の運び出し」などが挙げられた。家屋外での活動は 31％であった。主

な活動内容として、「土砂の撤去」などが挙げられた。  

また、その他の活動が 19％であった。主な活動内容として、「引越しの手伝い」や「ごみの分別」

などが挙げられた。  
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２．センターの立上げ・運営にかかる資金について 

 

 災害ボランティアセンターの立上げや運営に使用可能な資金源としては、当該都道府県・市区町村

や都道府県・市区町村社協の通常経費に加え、都道府県・市区町村や都道府県・市区町村社協が設置

したボランティア基金等がある。  

 また、災害後の応急対応としては、共同募金による災害支援制度※が適用されることも多い。  

その他、青年会議所など地域団体からの寄付金やボランティア団体、民間企業、財団等からの寄付

金がある。  

 センターの運営に必要な資金確保のために活用できる制度としては、都道府県共同募金会の災害支

援制度や自治体独自の基金制度がある。 

 

 ※「災害支援制度」（赤い羽根募金  災害ボランティア・市民活動支援制度）  
  

・市町村規模若しくはそれに相当するボランティアセンター、ボランティア団体に 300 万円以内の支援資金額の交

付を申請できる。 

・災害ボランティアセンター及び都道府県社会福祉協議会並びに日本赤十字社支部が中核となり県段階の活動

拠点事務所を設置したときは、特に認められる場合、必要とする資金を支援する。  

（中央共同募金会ホームページ http://www.akaihane.or.jp/saigai/standard.html） 

 

 

 

（１）センター立上げに使われた資金額 

 

 センターの立上げ時に要した資金とその調達先について、問 2-1 の質問に対して、図 2-10、図 2-11

のとおりであった。 

 

問 2-1 センターの「初動時」の資金について、すべての調達先とその概算金額をお答えください。 

（調達先） ①市区町村社会福祉協議会のボランティア基金    ②市区町村社会福祉協議会の①以外の費目  

③都道府県社会福祉協議会のボランティア基金    ④都道府県社会福祉協議会の③以外の費目  

⑤市区町村のボランティア基金     ⑥市区町村の⑤以外の費目（通常経費など）  

⑦都道府県のボランティア基金     ⑧都道府県の⑦以外の費目（通常経費など）  

⑨赤い羽根募金の防災ボランティア・市民活動支援制度  ⑩青年会議所など地域団体からの寄付金等  

⑪地域外のボランティア団体の資金    ⑫民間企業からの寄付金  

⑬その他（財団・諸団体等からの寄付金等）              ⑭当該災害ボランティアセンター自身の活動基金等  

（※ ⑨～⑭の場合は、調達先の名称もお答えください）  
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3

2 2

0

1

2

3

4

【初動時】

（センター数）

 

■図 2-10 初動時の資金額（無回答・不明を除く）  

 

 センターの立上げ時にかかった資金総額は、10 万円未満が 3 センター、10～20 万円未満が 2 センタ

ー、100～200 万円未満が 2 センターあった。 

 

6

1

0 1 2 3 4 5 6

①市区町村社会福祉協議会のボランティア基金

②市区町村社会福祉協議会の①以外の費目

③都道府県社会福祉協議会のボランティア基金

④都道府県社会福祉協議会の③以外の費目

⑤市区町村のボランティア基金

⑥市区町村の⑤以外の費目

⑦都道府県のボランティア基金

⑧都道府県の⑦以外の費目

⑨赤い羽根募金 災害ボランティア・市民活動支援制度

⑩青年会議所など地域団体からの寄付金等

⑪地域外のボランティア団体の資金

⑫民間企業からの寄付金

⑬その他（財団・諸団体等からの寄付金等）

⑭災害ボランティアセンター自身の活動基金等

（センター数）
複数回答

 

 ■図 2-11 初動時の資金調達先（無回答・不明を除く）  

 

立上げ時の資金については、市区町村社会福祉協議会が負担している場合が多い。 



18 

 

（２）運営に使われた資金額 

 

 次に、立上げ後にかかる資金とその調達先についての質問に対しては、図 2-12、図 2-13 のとおり

であった。 

1 1 1 1 1 1

0

1

2

【立上げ後】

（センター数）

 

■図 2-12 立上げ後の資金額（無回答・不明を除く）  
 

センターの立上げ後にかかった資金総額は、0 円が 1 センター、30～40 万円未満が 1 センター、40

～50 万円未満が 1 センター、50～100 万円未満が 1 センター、300～500 万円未満が 1 センター、500

～1000 万円未満が 1 センターとばらつきがあった。 

5

2

5

1

1

3

1

0 1 2 3 4 5

①市区町村社会福祉協議会のボランティア基金

②市区町村社会福祉協議会の①以外の費目

③都道府県社会福祉協議会のボランティア基金

④都道府県社会福祉協議会の③以外の費目

⑤市区町村のボランティア基金

⑥市区町村の⑤以外の費目

⑦都道府県のボランティア基金

⑧都道府県の⑦以外の費目

⑨赤い羽根募金 災害ボランティア・市民活動支援制度

⑩青年会議所など地域団体からの寄付金等

⑪地域外のボランティア団体の資金

⑫民間企業からの寄付金

⑬その他（財団・諸団体等からの寄付金等）

⑭災害ボランティアセンター自身の活動基金等

（センター数）
複数回答

 
■図 2-13 立上げ後の資金調達先（無回答・不明を除く） 

 

立上げ後の資金調達先は、関係団体の立替えの他に、市区町村のボランティア基金以外の費目、赤

い羽根募金（災害ボランティア・市民活動支援制度）、青年会議所・民間企業・財団・諸団体等からの

寄付、災害ボランティアセンター自身の活動基金等があった。 
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（３）設置・運営に使われた資金総額 

 

 センター初動時・立上げ後の資金の合計額については、図 2-14 のとおりであった。 

 

2 2

1 1

2

0

1

2

3

【初動期＋立上げ後の合計】

（センター数）

 

■図 2-14 初動時・立上げ後に使われた資金総額（無回答・不明を除く） 

 

 センターの立上げ時・立上げ後の資金の合計額は、1～10 万円未満が 2 センター、40～50 万円未満

が 2 センター、50～100 万円未満が 1 センター、300～500 万円未満が 1 センター、500～1000 万円未

満が 2 センターあった。 
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３．ニーズの把握方法について 

 

 センターの運営にあたり、被災者のニーズを把握した方法については、図 2-15 のとおりであった。 

 

問 3-1 センターの運営にあたり、被災者のニーズを把握した方法についてお答えください。  

 

2

8

6

5

5

9

3

1

0 2 4 6 8 10

①チラシ等の配布

②自治会・町会関係者を通じた把握

③民生児童委員等を通じた把握

④ローラー作戦

⑤地元ボランティア関係者を通じた把握

⑥行政からの情報提供

⑦防災無線を通じた告知

⑧その他

（センター数）
複数回答

 

■図 2-15 ニーズ把握方法  

 

 センターの運営時、被災者のニーズの把握方法で多かったのは「行政からの情報提供」で、9 セン

ターあった。次いで、「自治会・町会関係者を通じた把握」が 8 センター、「民生児童委員等を通じた

把握」が 6 センターあった。また、その他と回答したセンターの内容は「地区社協を通じた把握」で

あった。
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 被災者からボランティアへのニーズの数とボランティア活動希望者の数の関係については、図 2-16

のとおりであった。 

 

問 3-2 ニーズの数とボランティア活動希望者の数の関係について、該当するものに全てお答えください。 

 

31%（4）

31%（4）

38%（5）

①ニーズの内容に対してボ

ランティア活動希望者が足

りなかったことがある

②ニーズの内容に対してボ

ランティア活動希望者が

余ってしまったことがある

③ニーズの内容とボランティ

ア活動希望者のバランスが

とれていた

（ ）内は回答数

複数回答

 

■図 2-16 ニーズの数とボランティア活動希望者の関係  

 

 ボランティアへのニーズとボランティア活動希望者の数の関係で、「ニーズの内容に対してボランテ

ィア活動希望者が足りなかったことがある」、「ニーズの内容に対してボランティア活動希望者が余っ

てしまったことがある」と回答したセンターはそれぞれ 4 センターであった。 

「ニーズの内容とボランティア活動希望者のバランスがとれていた」と回答したセンターは 5 セン

ターであった。 
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 県外からのボランティア活動希望者の受け入れについては、図 2－17 のとおりであった。 

 

問 3-3 県外からのボランティア活動希望者の受け入れを行いましたか。また受入れた場合には何か配慮した 

点等があればお教え下さい。 

 

①はい
56%(5)

②いいえ

44%(4)

（ ）内はセンター数

 

■図 2-17 県外からのボランティア活動希望者の受け入れ 

 

 県外からのボランティア活動希望者を受入れたセンターは、56％にあたる 5 センターであった。受

入れ時に特に配慮した主な項目は、「駐車場の確保」や「ニーズとの需給調整」、「駐車場を確保しマイ

クロバスで送迎」、「宿泊先等についてはボランティアの責任とした」などであった。 
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４．センター設置・運営に関するマニュアル等（運営規則など）について 

 

 センター設置運営に関するマニュアル等（運営規則など）について、問 4-1 の質問に対しては、図

2-18 のとおりであった。 

 

問 4-1 センター設置・運営にあたり、事前にマニュアル等は作成していましたか。また、活用されましたか。 

①   マニュアル等は作成していなかった 

①  マニュアル等は作成していたが、見つからなかった 

②  マニュアル等があり、実際に活用した  

③  マニュアル等があり、活用はしなかったが、参考にした 

④  マニュアル等はあったが、全く使わなかった 

 

①50% (5)

② 0%

③20% (2)

④20% (2)

⑤10% 
(1)

①マニュアル等は作成し

ていなかった

②マニュアル等は作成し

ていたが、それが見つか

らなかった

③マニュアル等があり、

実際に活用した

④マニュアル等があり、

活用はしなかったが、参

考にした

⑤マニュアル等はあった

が、全く使わなかった。

（ ）内はセンター数
 

■図 2-18 マニュアル等の活用について 

 

 事前にマニュアル等を作成していなかったのは、回答のあった 10 センターのうち半分の 5 センター

（50％）であった。 

事前にマニュアル等を作成していた 5 センターのうち、マニュアル等を実際に活用したセンターは

2 センター（20％）、マニュアル等を活用はしなかったが参考にしたセンターは 2 センター（20％）、

全く使わなかったセンターは 1 センター（10％）であった。 
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５．センター設置・運営に関するスタッフの研修について 

  

センター設置運営に関するスタッフについて、問 5－1 の質問に対しては、図 2－19 のとおりであっ

た。 

 

問 5-1 被災した地元の運営スタッフの中には防災ボランティア活動、センター運営に関する研修を受けた 

ことがある人がいまいしたか。 

 

①はい, 56% (5)

②いいえ, 44%

(4)

（ ）内はセンター数

 

■図 2-19 ボランティア活動、センター運営に関する研修を受けたスタッフの有無 （無回答は除く） 

 

 センターを運営する際、運営スタッフの中に防災ボランティア活動や、センター運営に関する研修

を受けたことがあるスタッフがいたのは、9 センター中 5 センター（56%）であった。  
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６．自治体との平時からの連携について 

 

 センターと自治体との平時からの連携について、問 6-1 の質問に対しては、図 2-20 のとおりであっ

た。 

 

問 6-1 平常時に、センターの設置やボランティア希望者の受付・配分等を視野に入れた「防災訓練」を

実施していますか。 

 

①している, 
44%(4)②していない, 

56%(5)

（ ）内はセンター数
 

■図 2-20 センターの設置等を視野に入れた防災訓練の実施の有無  

 

 センターの設置等を視野に入れた防災訓練を実施しているのは 9 センター中、半数以下の 4 センタ

ー、44%であった。 
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 防災を目的とした自治体とボランティア団体等との連携の場の設置について、問 6-3 の質問に対し、

図 2-21 のとおりであった。 

 

問 6-3 防災を目的として、自治体とボランティア団体等との連携の場（協議会、連絡会議など）を設置

していますか。（設置されている場合、その構成員と事務局となる主体をご記入ください。）  

 

①設置してい

る

13%(1)

②設置してい

ない

75%(6)

③わからない
13%(1)

（ ）内はセンター数

 

■図 2-21 防災を目的とした自治体とボランティア団体等との連携の場の設置の有無  

 

 防災を目的とした自治体とボランティア団体等との連携の場を設置しているのは 8 センター中、

1 センター（13%）であった。 
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７．自由回答 

 

防災ボランティア活動の環境整備について、感想・提案等を聞いたところ、以下の回答を得た。  

 

 

a. 支援、役に立った物  

・赤十字奉仕団の団員の方々が積極的に活動していただき、大変助かりました。  

・NPO 法人レスキューストックヤードに大量のボランティア資機材を無償貸与して頂くとともに、スタッフを

派遣して頂き、情報提供、運営ノウハウ等支援して頂いた。  

・ひのきしん隊、サーブ等に一般ボランティアで対応困難なニーズに対応して被災者支援に当って頂いた。  

・タオル（冷水でおしぼりにし、被災地で配付し、同時にニーズ把握と情報提供を行った）  

・避難所における洗濯機が役立った。 

 

b. 感想  

・災害ボランティアセンターの運営マニュアルがなく、手さぐり状態での運営、活動となった。  

・需給調整の難しさを体験した。 

・色々な体験がマニュアル作成のための経験となった。 

・ボランティアが支援する世帯、作業内容の線引き、境目が難しい場面があった。  

・災害時、ボランティアに効率よく活動してもらうことがセンター運営の大きな役割とわかった。  

・災害地域までアクセスが遮断され、外部からのボランティアを受ける体制が厳しかった。  

 

c. 今後の課題等  

・初期段階でのボランティア募集の方法が今後の課題となった。  

・平常時の関係づくり（県社協、災害ボランティア、行政、企業、学校、ボランティアなど）。 

・社協組織としての災害対応マニュアル（ボランティアセンター運営も含めて）の作成など。 

・平時に行政、NPO、社協、地域等が顔の見える連携を図ることが災害時の被災状況、ニーズの把握、

ボランティアの確保等の活動をよりスムーズにさせると考える。 

・顔の見える連携は、災害への最大の備えだと実感している。 
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Ⅲ．アンケート調査票  
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